
　①　都市計画区域の人口の増減及び分布の変化並びに今後の見通し（著しい拡大が予測されているか。）

　②　都市計画区域の工業、商業その他の産業の業況及び今後の土地需要の見通し（著しい拡大が予測さ
　　　れているか。）

　③　都市計画区域の社会活動及び経済活動に大きな影響を与える産業振興等にかかる計画の策定又は大
　　　規模プロジェクト等の実施の有無

　④　都市計画区域内の土地利用の現状、密集市街地、災害のおそれのある区域、農地等が介在し公共施
　　　設整備とともに計画的な市街化を図るべき区域その他土地利用転換又は土地利用密度の変更を図る
　　　べき土地の区域の有無及び分布（市街地内に相当の低密度利用地が存在するか。）

  ⑤　①～③により発生する新たな都市的土地利用の需要

　⑥　市街地の再編の必要性を加味した上で④と⑤を比較し、増加人口が現状の市街地で収容しきれない
　　　ことが明らかであるか。

　⑦　市街地の再編の必要性を加味した上で②と③を比較し、産業が必要とする新たな土地が市街地内に
　　　確保できる見通しがあるか。

３次的
指　標

　⑧　周辺の土地を大量に都市的土地利用に転換せざるを得ない状況が生じる可能性が高いか。（市街地
　　　が再び急速な拡大を示す要因がないか。）

　①　都市計画区域の地形その他の地理的条件

　②　都市計画区域における都市基盤施設の整備の現状及び今後の見通し

　③　都市的土地利用と農地等との混在の状況

　④　開発行為が従前の調整区域に拡散する可能性

　⑤　④がもたらす市街地形成への影響

３次的
指　標

　⑥　まとまりのある良好な市街地を形成するため、都市的土地利用の拡散を制限する必要があるか。

　①　市街地の縁辺部や外部に、緑地その他の自然資源が存するか。

　②　農林業上その他の土地利用規制等により市街化することが想定されない土地の区域以外の土地の
　　　区域の状況

　③　都市計画区域の人口及び産業の将来の見通し　　　　　　　　　　　　（ ＝１（１）①及び② ）

　④　市街地における建築物の密度構成の動向

　⑤　上記①について、都市計画としても積極的に意義を見いだせるものか。

　⑥　上記②について、③及び④から勘案して都市的土地利用への転換が適切か否か。

指標１ 　世帯数の増加率

指標２ 　人口の社会移動の状況

指標３ 　昼夜間人口比率

指標４ 　大規模交通施設の計画の有無

指標５ 　市街地内の道路面積率

指標６ 　市街地における１人あたり公園面積

指標７ 　下水道普及率

指標８ 　市街地開発事業の実施状況

指標９ 　農地の転用率

指標10 　人口増加率

指標11 　小売業年間販売額増加率

指標12 　製造品出荷額等増加率

（４）都市計画区域の指定に関する基本的考え方（運用指針Ｐ２３より）

　① 土地利用の状況及び見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ ＝１（１）④ ）

基礎的
指　標

別紙（議題第３号関係）

１．第６版　都市計画運用指針（平成20年12月 国土交通省）に示された指標

（１）市街地の拡大の可能性

２次的
指　標

（２）良好な環境を有する市街地の形成

（３）緑地等自然的環境の整備又は保全への配慮

基礎的
指　標

２次的
指　標

基礎的
指　標

２次的
指　標

「基礎的指標」とは、基礎となる定量的数値データ
「２次的指標」とは、複数の基礎的指標等を勘案して導き出される指標
「３次的指標」とは、複数の基礎的指標及び２次的指標等を勘案して導き出される指標

（１）視点 ① ：市街地の拡散の可能性

（２）視点 ② ：良好な環境を有する市街地の形成

（３）視点 ③ ：緑地等自然的環境の整備又は保全への配慮

（４）視点 ④ ：都市の活力への影響

　② 地形等の自然的条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ ＝１（２）① ）

　③ 通勤、通学等の日常生活圏

　④ 主要な交通施設の設置の状況

　⑤ 社会的、経済的な区域の一体性

２．茨城県都市計画の見直しガイドライン（平成17年９月 茨城県土木部都市局都市計画課）に示された指標


